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ステークホルダーからの信頼を向上させる

ＣＳＲコミュニケーションマネジメントに関する研究

井 上 昌 美
筑 波 大 学 大 学 院

ビジネス科学研究科 博士後期課程

第１章　問題提起

第１節．研究の背景

　近年、企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility，以下ＣＳＲと

する）への関心や取り組みが世界的に高まりつつある。その要因として、国内

外における企業不祥事の頻発、企業活動の急速なグローバル化、社会的責任投

資の発展、ＣＳＲに関する国際規格の制定の動きなどがあげられる。企業を取

り巻くステークホルダーでは、インターネットの利用が広がり、「ネットワーク

化」や「コミュニティ化」が進み、時間や場所に制限されることなく容易に多

種多様な情報の入手やコミュニケーションが可能となってきた。さらに、Ｗ

eb2.0の時代となり、受信・検索中心から「共有・発信」のステージへと進み、

ステークホルダーはネットコミュニティなどを通して積極的に発信し始め企業

への影響力を高めつつある。こうした情勢から企業は、ステークホルダーとの

良好なリレーションシップをもとに、ステークホルダーとのＣＳＲコミュニケ

ーションにて、ステークホルダーの要請・期待・意見や評価などを把握し、Ｃ

ＳＲに関する意思決定や活動に反映させることが、意思決定の質だけではなく、

ステークホルダーからの信頼評価を向上させ、企業価値を高めることにつなが

ると考えられる。

　以上のような状況において、企業はＣＳＲコミュニケーションを通してステ

ークホルダーとの信頼関係を築くことの重要性を認識し、取り組みを始めてい

る。しかし、ステークホルダーからの信頼の向上につながるＣＳＲコミュニケ
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ーションとは何か、また信頼形成に影響を与える要因や手法等に関する議論は

十分なされているとは言えず、多くの企業では試行錯誤を繰り返しながら取り

組んでいるのが現状である。

第２節．研究の目的

　本研究では、企業の内部ステークホルダーである従業員と外部ステークホル

ダーである株主とのＣＳＲコミュニケーションを対象とし、ＣＳＲ活動に取り

組む企業への信頼要因は何か、また要因間の関係、その影響をステークホルダ

ーごとに明らかにすることを目的とする。そして、ステークホルダーからの信

頼につながるＣＳＲコミュニケーションのプロセスを、企業がマネジメントす

ることが可能となる「ＣＳＲコミュニケーションマネジメントフレームワーク」

についてステークホルダーごとに提示する。

　また、従業員においては、自社のＣＳＲのビジョンや取り組むべき活動等の

理解を、「ＣＳＲコミュニケーション前提の共有」と捉え、これらが企業への信

頼やＣＳＲ活動へどのような影響を与えるのかを明らかにする。

第３節．研究方法

　まず、ＣＳＲコミュニケーションに関わる分野である、ＣＳＲ、コミュニケ

ーションについて、さらに信頼の基本的概念、手続きの公正性等に関する先行

研究を確認し、本研究の位置づけを明らかにする。

　次にこれらを踏まえて、研究のフレームワークと仮説の構築を行い、それら

に基づきアンケート調査を実施する。最後に、調査結果の分析により仮説の検

証と考察を行い、論考を加えると共に研究の成果と貢献、課題を示す。

第４節．本論文の構成

　本章では、問題提起として、研究に至った背景や問題意識、研究の目的、研

究方法について述べた。第二章では、本研究の論点と関連する先行研究をレビ

ューし、その成果と残された課題と共に本研究の位置づけについて明らかにす

る。第三章では、研究のフレームワークと設定した仮説について述べる。第二

章でとりあげた先行研究の理論を援用している仮説については、その関係につ

いて述べる。第四章の調査計画では、調査方法と質問紙の設計について提示す
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る。第五章では、第三章で構築した仮説を検証し、分析結果の考察を行う。第

六章にて、本研究における貢献と課題を提示する。

第２章．先行研究のレビュー

　ステークホルダーとの関係に着目し、本研究と関連する分野（ＣＳＲ・コミ

ュニケーション・信頼）とＣＳＲコミュニケーションの先行研究について、そ

の成果と指摘されている課題を確認し、本研究の位置づけを明らかにする。関

連分野との関係は次の通りである。ＣＳＲは、その取組み内容がＣＳＲコミュ

ニケーションにおいてステークホルダーに伝えるメッセージとなる。コミュニ

ケーションは、ＣＳＲコミュニケーションの手段そのものとなり、ＣＳＲ活動

をステークホルダーに伝えるだけではなく、ステークホルダーの要望や評価を

確認することもできる。信頼は、ＣＳＲコミュニケーションを通じて形成され、

ＣＳＲコミュニケーションにより得られる成果（評価）の一つとして捉えられ

る。ここでは、ＣＳＲコミュニケーションの主体者（企業または、経営層）に

対するステークホルダーからの信頼に焦点を絞る。

(1) ＣＳＲの先行研究

　ＣＳＲの内容とその範囲やレベルは、社会やステークホルダーの要請により

変化するという特徴から、常に要請の把握や現状の取り組みの妥当性の確認が

必要であり、またＣＳＲはステークホルダーとの信頼関係の構築であるとの指

摘がされている。

(2) コミュニケーションの先行研究

　コミュニケーション研究のうち、コミュニケーションが成立するための課題

について着目すると、コミュニケーションにおいて互いにどれだけ前提を共有

しているかの推定と確認が重要であるとの指摘がされている。

(3) 信頼の先行研究

　信頼の要因は、対象の意図と能力であり、意図には対象の公正性が含まれる

と言及されている。先行研究では、信頼要因間の関係・信頼評価への影響等に

ついて十分な検討はされていない。

(4) ＣＳＲコミュニケーションの先行研究

　ＣＳＲと同様に、ＣＳＲに対し変化する環境に対応するためのコミュニケー

ションの実施、ステークホルダーとの信頼関係向上に繋がるコミュニケーショ



－164－

ンの必要性が指摘されているが、具体的な手法についての検討は十分されてい

ない。

以上の結果から、「共有」（ＣＳＲに対するステークホルダーの変化・要請を

把握し共有しておくこと、コミュニケーション前提を共有すること）と「信頼」

（信頼はＣＳＲの目的でありＣＳＲコミュニケーションの成果となる）は共通

した重要課題であることが分かった。これらについて、ＣＳＲコミュニケーシ

ョン前提の共有、ＣＳＲコミュニケーションにおけるステークホルダーからの

企業への信頼に限定し研究対象としている。

第３章．研究のフレームワークと仮説の構築

第１節．研究のフレームワーク

1.1　ＣＳＲコミュニケーションの構成要素と研究対象

　先行研究によるコミュニケーションの主要な要素は、①送り手、②メッセー

ジ、③チャネル、④受け手、⑤効果の５要素であるが、本研究では、先行研究

にて課題として指摘されている「コミュニケーション前提」を要素に加える。

コミュニケーションの前提は、送り手と受け手のそれぞれに存在する。また、

送り手から受け手へメッセージが伝わる間をプロセスとして捉え構成要素に追

加する。ただし、メッセージにおけるＣＳＲ活動内容、チャネルの種類につい

ては検討対象としていない。

1.2　従業員と株主を対象とする理由

　本研究において様々なステークホルダーのうち、従業員と株主を対象とする

理由は次の通りである。従業員は、企業の一員として業務を通じてＣＳＲ活動

を実践すると共に、外部のステークホルダーとのＣＳＲコミュニケーションを

直接行い、その過程でステークホルダーの要請・期待・意見や評価などを確認

し、企業に伝える役割を担う立場にある。また、従業員のＣＳＲ活動・ＣＳＲ

コミュニケーションの積み重ねが、企業に対するステークホルダーからの評価

につながる。このように、従業員は、ＣＳＲ活動やＣＳＲコミュニケーション

のプロセスにおいて中心的な存在ともいえる。

　次に、外部ステークホルダーのうち株主を対象とした理由は、第１に企業内

部にいる従業員とは異なるが、企業の株式を取得することで当該企業の経営を

支援し、間接的にＣＳＲ活動を支えるステークホルダーだからである。企業の
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資本を支える立場である株主は、企業にとっては優先順位が高い外部ステーク

ホルダーであると考えられる。第２に、近年、株式投資においてＣＳＲの取り

組みを企業評価に加味する投資家も増え、その対応の重要度が高まっているた

めである。例えば、株主総会に合わせてＣＳＲ報告書を作成し、総会前や当日

に配布されている。さらには、有価証券報告書におけるＣＳＲ情報の記載も増

えはじめ、ＩＲ活動の中でもＣＳＲに関する情報開示は重視されつつある。し

かし、従業員と比較すると入手するＣＳＲ情報の量・質（詳細度など）共に劣

る状況におかれ、また情報に接する機会も少ない。よって、現状では、十分な

ＣＳＲコミュニケーションはなされているとは言えないが、今後は、株主に対

するＣＳＲコミュニケーションの役割が重視され、その効果としての信頼が株

式の保有・購入につながる可能性が予想されることも対象とした理由である。

1.3　研究のフレームワーク

　本研究では、企業とステークホルダーとの関係に着目することから、ステー

クホルダーの種類による相違に焦点をあて、ＣＳＲコミュニケーション・ＣＳ

Ｒ活動に取り組む企業への信頼の要因は何か、また要因間の関係、その影響を

ステークホルダーごとに明らかにする。また、従業員については、ＣＳＲコミ

ュニケーション前提と、企業に対する信頼・従業員として取り組むべきＣＳＲ

活動への影響を確認する。以上について、研究を３つに分けて実施している。

1.3.1　ＣＳＲ活動をする企業に対するステークホルダーの信頼（研究Ａ）

　ＣＳＲ活動をする企業に対するステークホルダーの信頼について、先行研究

に基づく信頼要因による影響を確認する。本研究では、先行研究による信頼の

要因（「能力」と「意図」）と、追加した「公正さ」を信頼される側である企業

の特性として捉えている。また、企業への「共感」の影響についても確認する。

(1) 企業の特性

　ステークホルダーから信頼される企業の「特性」にあたる要素について、先

行研究で既に確定している相手の「専門性(能力への信頼)」と「信用（意図へ

の信頼）」の認知の２つを援用する。また、意図の中に含まれるとされている信

頼対象の「公正さ」も要素として加える。

(2) ステークホルダーの企業への共感

　ステークホルダーとの主要な価値の共有に着目した中谷内（2006）の主張に

基づき、企業のＣＳＲに対する考えや活動に対するステークホルダーの企業へ
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の「共感」として確認する。

1.3.2　ＣＳＲコミュニケーションの手法と企業に対する信頼（研究Ｂ）

　ＣＳＲコミュニケーションをプロセスと捉え、手続き的公正（Leventhal[1980],

Greenberg[1993]ら）がＣＳＲコミュニケーションにおける信頼に影響を与える

とし、Kim and Mauborgne[1997]にて確認されているフェア・プロセスの 3つの

原則（エンゲージメント・説明・期待の明確さ）に基づく 4つのステップを想

定し、ステークホルダーの信頼に与える影響を確認する。

表3-1：ＣＳＲコミュニケーションの4つのステップ

4つのステップ名称 内容 3つの原則

問題意識の共有

ステークホルダーの意見・

要望を収集する「場」の設

定・活用

①エンゲージメント

課題の共有
ＣＳＲ活動内容の選定に関

わる手法・プロセスの説明

活動プログラムの共有
ＣＳＲ活動の方向・目標設

定の説明

②説明

③期待の明確さ

結果の共有 ＣＳＲ活動の評価結果報告 －

1.3.3　ＣＳＲコミュニケーション前提の共有と信頼、ＣＳＲ活動への取り組み

（研究Ｃ）

　企業と従業員におけるＣＳＲコミュニケーションに限定し、コミュニケーシ

ョン前提の共有が、企業への信頼、従業員のＣＳＲ活動への取り組みに与える

影響を確認する。ここでのコミュニケーション前提は、従業員がＣＳＲ活動に

取り組む際に不可欠となる、①自社のＣＳＲのビジョン・方針等の理解、②Ｃ

ＳＲの所属部門の果たすべき役割の理解、③自己が取り組むべきＣＳＲ活動の

理解とする。

第２節．仮説の構築

研究ＡからＣのそれぞれにおいて、以下の 7つの仮説を設定している。

H1：ステークホルダーが認識している企業の特性の①能力、②意図、③公正さ

を判断する要素（①能力、②意図、③公正さの三つの概念の構成要素）は、
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従業員と株主で異なる。

H2：ステークホルダーが認識している企業の特性の①能力、②意図、③公正さ

の三つの概念による企業への信頼に与える影響は、従業員と株主で異なる。

H3：ステークホルダーが認識している企業の特性の①能力、②意図、③公正さ

の三つの概念が企業に対する共感・企業への信頼に与える影響が、従業員

と株主で異なる。

H4：ＣＳＲコミュニケーションプロセスの各ステップの認識が、従業員と株主

で異なる。

H5：ＣＳＲコミュニケーションプロセスの各ステップの認識による企業への信

頼に与える影響が、従業員と株主で異なる。

H6：ＣＳＲコミュニケーション前提（①自社のＣＳＲのビジョン・方針等の理

解、②所属部門の果たすべき役割の理解、③自己が取り組むべきＣＳＲ活

動の理解）が従業員の企業に対する信頼に影響を与える。

H7：ＣＳＲコミュニケーション前提（①自社のＣＳＲのビジョン・方針等の理

解、②ＣＳＲの所属部門の果たすべき役割の理解、③自己が取り組むべき

ＣＳＲ活動の理解）が従業員のＣＳＲ活動への取り組みに影響を与える。

第４章．調査計画

　仮説を検証するため、アンケート調査を実施する。調査方法と調査票の設計

内容は、次の通りである。

第１節．調査方法

　マクロミル社がもつパネルに対し、インターネットリサーチを実施した。

調査期間：2009年 1月 28日～29日に実施。

調査対象：ＣＳＲ報告書を発行している企業に所属する従業員、ＣＳＲ報告書

を発行している企業の株式保有者である。株主では、1 社を想定し

て回答を求めている。

回収サンプル数：合計516件（従業員：310件、株主：206件）

第２節．調査設計

　該当する先行研究から仮説検証のための質問を導出し、従業員・株主に同じ
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質問を設定している（研究Ｃは除く）。評価は、5 段階評価（「あてはまる」か

ら「あてはまらない」）のリッカート・スケールとした。

2.1　質問項目

　研究Ａ～Ｃで、分析に使用した質問項目は次の通りである。

(1) ＣＳＲ活動をする企業に対するステークホルダーの信頼（研究Ａ）

　企業に対するステークホルダーの信頼の要素である意図・能力に関する質問

項目は、意図に関する項目は 9項目、能力に関する項目は 8項目である。公正

さに関する項目は 10項目である。また、ステークホルダーの企業に対する「共

感」に関する質問は2項目である。それぞれ、先行研究を踏まえた質問項目と

なっている。

(2) ＣＳＲコミュニケーションの手法と企業に対する信頼（研究Ｂ）

　ＣＳＲコミュニケーションのプロセスを、①問題意識の共有、②課題の共有、

③活動プログラムの共有、④結果の共有の 4ステップがあると仮定し質問項目

を設定している。

(3) ＣＳＲコミュニケーション前提の共有と信頼、ＣＳＲ活動への取り組み

（研究Ｃ）

　ＣＳＲコミュニケーション前提の共有と信頼については、回答者を従業員に

限定し、①自社のＣＳＲのビジョン・方針等の理解、②所属部門の果たすべき

役割の理解、③自己が取り組むべきＣＳＲ活動の理解の 3項目を、共有する前

提として設定している。

(4) 企業への信頼の確認項目

　ステークホルダーの企業に対する信頼は、「ステークホルダーとして、回答対

象企業を信頼している」という質問をしている。回答対象企業とは、回答者が

従業員であれば、所属する企業であり、株主であれば、株式を保有している企

業のことである。

第３節．分析方法

　ＡからＣの研究に設定されている各仮説を検証するために、以下の手順にて

分析を行う。

3.1　ＣＳＲ活動をする企業に対するステークホルダーの信頼（研究Ａ）

(1) 仮定したどおり 4つの信頼要因（4因子）になることを確かめるために確
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認的因子分析を行うと共に、ステークホルダーごとの相違を確認する。

(2) 4つの信頼要因（4因子）間の関係、企業の信頼に与える影響を共分散構造

分析にて、ステークホルダーごとの相違を確認する。

3.2　ＣＳＲコミュニケーションの手法と企業に対する信頼（研究Ｂ）

(1) 仮定したとおり、ＣＳＲコミュニケーションプロセスのステークホルダー

による認識が 4ステップ（4因子）の構造になることを確かめるために、確

認的因子分析を行うと共に、ステークホルダーごとの相違を確認する。

(2) ステークホルダーに認識されたＣＳＲコミュニケーションの 4ステップ（4

因子）間の関係、企業の信頼評価に与える影響を共分散構造分析にて、ステ

ークホルダーごとの相違を確認する。

3.3　ＣＳＲコミュニケーション前提の共有と信頼、ＣＳＲ活動への取り組み

（研究Ｃ）

(1) 前提共有に該当する 3項目が、従業員による企業への信頼・ＣＳＲ活動に

与える影響を、共分散構造分析にて確認する。

第５章．分析結果と考察

第１節．ＣＳＲ活動をする企業に対するステークホルダーの信頼（研究Ａ）

1.1　確認的因子分析による因子と構成要素の確認

(1) 仮説の検証と考察

　先行研究に基づく信頼の要因（因子）を 4つ想定し、従業員・株主とも同じ

質問項目にて、因子を構成する項目を確認した結果、意図・能力・公正さの 3

因子において異なることが確認できた。

　意図の因子では、4つの構成項目数は同じである。そのうち、「ステークホル

ダーの意見・期待の把握」、ステークホルダーに対する「誠実さ」・「配慮」の 3

項目が共通する。従業員では、「ステークホルダーの尊重」があり、株主では、「ス

テークホルダーが期待している責任を果たす意思があることを明示する」ことが

含まれる。

　能力の因子では、従業員が 4項目であるのに対し、株主では2項目であり、

共通している項目は「技術力」だけである。従業員では、「ステークホルダーの

期待を先取りして取り組んでいる」、「ステークホルダーが期待している責任を

果たしている」、「社会から評価されている」の項目が含まれる。
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　株主では、「財務能力」が含まれる。これは、株主特有の構成項目であると考

えられる。「技術力」と「財務能力」は株式を購入する際に確認したい情報であ

り、外部ステークホルダーとして確認しやすい情報である。

　公正さの因子では、従業員は 6項目、株主は 4項目で構成され、共通する項

目は存在しない。従業員では、「ビジョンや方針と矛盾していない」、「意思決定

をする際の手続きは、公正（公平で正しく）に行われている」など、従業員で

あればこそ確認したいと考えられる項目が含まれる。株主では、「ステークホル

ダーの関心や価値感をＣＳＲ活動に反映する」、「ステークホルダーの意見や要

望により、ＣＳＲ活動の修正や見直しが行われる」、「ステークホルダーと約束

した活動を実践（言行が一致している）」など、企業がＣＳＲ活動を決定・実施

する際に関する情報であり、外部のステークホルダーとして知りたい内容だと

考えられる。

　共感の因子は、従業員・株主とも2項目（ＣＳＲ活動の考え方、活動内容に

共感・賛同）が想定通り構成要素として抽出された。

　以上の結果により、仮説H1は採択された。

1.2　信頼要因が企業の信頼に与える影響の確認

(1) 仮説の検証と考察

　従業員と株主では、3 つの要因間の相関関係、企業への信頼に与える影響が

異なっていたことから、仮説H2は採択された。従業員では、企業の意図・能力

より公正さが信頼に影響を与えることが明らかになった。従業員は、十分に企

業の意図・能力に関する情報を得ることができる立場にあり、またこれらを必

要最低限の要素であると捉えている可能性がある。そのため、企業の意図・能

力より公正さを自社の信頼を評価する要素として重視している可能性がある。

よって、従業員からの信頼を得るためには、企業は公正さを認知してもらうこ

とが有効であると考えられる。

　株主では、企業の意図・公正さより能力が信頼に影響を与えることが明らか

になった。株主の立場では、意図・公正さより能力に関する情報を入手しやす

い。また、株式投資をする立場では、企業の能力を重視し信頼の評価の拠り所

とすることがうかがえる。よって、株主からの信頼を得るためには、能力があ

ることを認知してもらうことが有効であると考えられる。

1.3　信頼要因が共感に与える影響、4要因の信頼に与える影響の確認
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(1) 仮説の検証と考察

　従業員と株主の解析の結果から、共感を含む 4要因（因子）と企業への信頼

の関係では、従業員・株主とも共感からの有意なパスを引くことができた。従

業員では、3 要因（因子）と同様に公正さからのパスが有意であった。株主で

は、3要因（因子）の時には能力からのパスが有意であったが、4要因（因子）

の場合、能力ではなく 3要因（因子）の際に有意が認められなかった公正さか

らのパスが有意となった。また、従業員では、共感からのパスより公正さのパ

スが強く、株主では、共感からのパスが強い。

　株主では、公正さより共感からのパスが企業への信頼に強く現れていること

から、企業のＣＳＲに関する取り組みへの共感を抱いてもらうことが信頼の向

上に繋がる可能性がうかがえる。また、従業員と株主では、4 要因（因子）間

の相関関係、企業への信頼に与える影響が異なっていたことから、仮説H3は採

択された。

第２節．ＣＳＲコミュニケーションの手法と企業に対する信頼（研究Ｂ）

2.1　確認的因子分析による因子と構成要素の確認

(1) 仮説の検証と考察

　ＣＳＲコミュニケーションをプロセスと捉え、手続き的公正がＣＳＲコミュ

ニケーションにおける信頼に影響を与えるとし、フェア・プロセスの 3つの原

則（エンゲージメント・説明・期待の明確さ）に基づく 4つのステップがある

と仮定して 4つの因子を想定（①問題意識の共有、②課題の共有、③活動プロ

グラムの共有、④結果の共有）した。そして、従業員・株主とも同じ質問項目

にて、因子を構成する項目を確認した。

　従業員と株主では、ＣＳＲコミュニケーションのステップとして認識してい

る内容が異なることが明らかとなった。このことから、仮説H4は採択された。

　従業員では、4 因子のうち「課題の共有」は抽出されず、ステークホルダー

の期待への対応を示す因子である「ステークホルダーへの姿勢の共有」が抽出

された。

　抽出されなかった「課題の共有」は、ＣＳＲ活動内容の選定プロセスの説明

などを含むことから、従業員として通常知りえる情報であり、特段ＣＳＲコミ

ュニケーションの一つのステップとしての意識がないことが考えられる。
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　株主では、「活動プログラム」と「結果の共有」が一つの因子として抽出され

たことから、株主は、どのような目的にて実施したＣＳＲ活動が、どのような

結果になったのかの情報を、一緒に捉えていると考えられる。

　また、従業員では認識されなかった「課題の共有」では、ＣＳＲ活動はどの

ように選定され、ステークホルダーの意見がどのように反映されたのかに関す

る情報を、ＣＳＲ情報の一つとして認識し、その情報の有無に関心を抱いてい

るとも考えられる。

 「問題意識の共有」は、従業員・株主とも同じ項目で構成され、因子負荷量の

大きさの順序も同じである。共に、ステークホルダーの意見を収集する「場」

の設定やその目的、その活用に関する情報は、ＣＳＲ情報の中で共通認識され

ている情報だとうかがえる。また、「ステークホルダーへ対応姿勢の共有」が共

に抽出されていることから、企業内部・外部にかかわらず、企業のステークホ

ルダーへの対応や姿勢に関する情報は重視されると考えられる。

　以上により、従業員と株主では、ＣＳＲコミュニケーションのプロセスにお

いて、それぞれ認識が異なるステップがあることが明らかになった。ＣＳＲコ

ミュニケーションのプロセスにおいて、情報を開示する際には、各ステークホ

ルダーが認識している「情報のまとまり」に応じたコミュニケーションをする

ことが、認識度を高める可能性があると考えられる。

2.2　ＣＳＲコミュニケーションの各ステップの企業への信頼に与える影響が、

従業員と株主で異なることの確認

(1) 仮説の検証と考察

　従業員と株主の解析の結果から、4 ステップ（因子）と企業への信頼の関係

では、従業員と株主で有意なパスが異なり、与えている影響も異なっている。

このことから、仮説H5は採択された。

2.3　ＣＳＲコミュニケーションマネジメントフレームワーク

(1) 従業員の事例

　従業員は、企業の内部ステークホルダーであることから、株主よりＣＳＲの

情報量は多く、質（精度・詳細度等）も高い。また、自社の方針に従ってＣＳ

Ｒ活動を実際に行う立場にある。このような条件を鑑みると、「問題意識の共

有」、「活動プログラムの共有」、「結果の共有」は、ＣＳＲ活動の計画の前提、

ＣＳＲ活動をするための情報、ＣＳＲ活動の成果の確認に対応している。「ステ
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ークホルダーに対する姿勢の共有」は、ＣＳＲコミュニケーションを通して求

められる取り組みだと考えられる。

(2) 株主の事例

　株主は、外部ステークホルダーであることから、当該企業のＣＳＲコミュニ

ケーションについて期待・認識している内容、入手しているＣＳＲ情報は従業

員とは異なる。ＣＳＲコミュニケーションのステップを比較すると、株主では

従業員にはない「課題の共有」のステップがある。これは、ＣＳＲ活動内容の

選定手続きやそのプロセスの説明、ステークホルダーの意見を企業がどのよう

にＣＳＲ活動に反映させたのかの説明が含まれる。株式投資をしている株主と

しては、ＣＳＲ活動の選定は経営資源の有効利用がなされる仕組によるものな

のかが気になるところである。また、外部ステークホルダーとして、企業への

期待がどのように充足されるのかを知りたいとも考えられる。よって、株主に

とって「課題の共有」は、ＣＳＲコミュニケーションの中では重視されるべき

ステップである。

　株主では、「活動プログラムと結果」が分離されていない。株主としては、何

をどのように取り組んでその結果（成果）はどうであったのかを、一つの括りで

捉えている。そのため、これらの情報を切り分けて出すことで、株主がそれぞれ

を認識できない場合は、情報が不足していると判断される恐れがある。よって

ＣＳＲコミュニケーションにおいて、分離せずまとめて情報を開示することが望

まれる。

　また、企業への信頼に影響を与えていたのは、「活動プログラムと結果の共

有」だけである。そのため、このステップでのＣＳＲコミュニケーションの評

価が信頼に影響すると考えられることから、情報・コミュニケーションの「不

足感・不満足感」を与えないようにすることが必要となる。

　「ステークホルダーに対する姿勢の共有」は、従業員と同様にＣＳＲコミュ

ニケーションを通して求められる取り組みだと考えられる。

第３節．ＣＳＲコミュニケーション前提の共有と信頼、ＣＳＲ活動への取り組み

（研究Ｃ）

(1) 仮説の検証と考察

　従業員として所属企業から理解し実践するように求められている、自社の
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ＣＳＲのビジョン・方針等、所属部門の果たすべき役割、自己が取り組むべき

ＣＳＲ活動に対する理解が、企業への信頼に影響を与えることが確認できた。

ただし、自社のＣＳＲのビジョン・方針等の理解の影響以外は、弱いか認めら

れなかった。よって、所属企業のＣＳＲビジョンや方針等について理解するこ

とが、ＣＳＲに取り組む自社に対する信頼に弱いながらも有効であると考えら

れ、仮設H6を支持する結果となった。

　ＣＳＲ活動の取り組みについては、従業員自身が取り組むべきＣＳＲ活動を

理解することが強い影響を与えていたことから、従業員のＣＳＲ活動を促進さ

せるためには理解することが不可欠だといえる。よって、仮説 H７は採択され

た。

第６章　本研究の貢献と課題

第１節．本研究の貢献

　本研究における貢献は、次の 3点である。第1にＣＳＲコミュニケーション

において、ステークホルダーが異なれば、企業の信頼に影響する要因・その影

響度が異なることを確認した。第 2に、ＣＳＲコミュニケーションを包括的に

捉えるのではなく、プロセスと捉えることで 4つのステップに分けて、それぞ

れの信頼への影響を確認した。第3に、企業が実務で、ＣＳＲコミュニケーシ

ョンを、各々のステークホルダーに対して実施する際に、どのように取り組む

ことが企業の信頼につながるのかについて、ステークホルダーごとにＣＳＲコ

ミュニケーションマネジメントフレームワークを提示し、企業への信頼の影響

度から、重視するステップや内容について示した。

第２節．本研究の課題

　本研究では、いくつか課題が残されている。第一に、調査対象の問題である。

今回は、インターネット調査にて、回答者を抽出している。回答者はＣＳＲ報

告書を発行している企業の従業員・発行企業の株主に特定したことから、一般

のステークホルダーより、ＣＳＲに関する知識や興味、情報に触れる機会が多

いと考えられる。第二に、ＣＳＲやＣＳＲコミュニケーションに関する概念の

認知や理解に関する問題である。これらの概念は、ステークホルダー・企業に

よっても捉え方が少しずつ異なる。よって、用語の定義をして調査を実施して
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いるが、回答者の解釈のズレも有りうる。

　第三に、分析モデルの問題がある。本研究では、モデル自体を大きく改良す

ることはせず、またステークホルダーごとにも変えていない。適合度が良くな

いものもあり、今後は分析手法も含め検討する必要がある。




